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研究成果の概要（和文）：急速に都市化が進行する途上国都市圏の水供給システムが抱える問題を解決するた
め，水利用システムの管理にあたって，地域住民のオーナーシップを高めつつ，現場に即した実践的な方法論の
検討を行うことを目的とした。対象はベトナム・ハノイ都市圏およびスリランカ・ゴール県とし，さまざまな調
査結果から，地域での自立的な水利用システムを構築していくうえでの地域住民への適切な情報提供と理解の重
要性，水供給－生活排水処理－地域の水環境の保全の関係性についての地域住民の認識と一体的に管理していく
必要性などが示唆された。

研究成果の概要（英文）：In order to solve the problems on water use systems in rapidly developing 
urban area of developing countries, practical approaches to enhance residents' ownership on local 
water systems were discussed through the field survey on Hanoi in Vietnam and Galle in Sri Lanka. 
Through water use and water quality monitoring in water supply and the surrounding environment, 
interviews and questionnaire surveys for residents and residents' representatives, several 
implications to better management of water systems have been obtained: (i) to provide appropriate 
information on water use and water environment to residents, and their understanding, (ii) to 
recognize the relationships among water use, wastewater management and water environment, and 
integrated management of them, and so on.

研究分野： 都市環境工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
水供給計画や水環境のモニタリングなど工学的な計画技術と，そこに住む人々の水利用に対する意識や選好とい
った認知科学、コミュニティとの関係といった社会学的な側面を組み合わせて，実際に急激に都市化が進む地域
を対象として実態調査をもとに，現地に即した水供給の計画や水システムの管理の在り方について提案を行って
いることに意義があり，その成果は今後インフラ整備が進む途上国都市圏に対して有益な方法論を提供できるも
のと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

 
途上国の都市圏では急速な人口集中と生活水準の向上による水利用量の増加により水需給が

逼迫しており、行政による水道施設の整備が急ピッチで行われている。一般的に水道施設整備は
公衆衛生を改善し住民の利便性を高めるが、急速に需要が増大する途上国都市圏の場合十分な
量と質の水をすべての地域に供給することは困難を伴うため、ともすれば断水や負圧による水
質の悪化を招くなどの問題が生じている。一元的に水道施設のみに頼るのではなく地下水や雨
水などのコミュニティ固有の水源を活用した水利用システムが実現できれば、上述の問題が生
じる可能性を少なくできる。 
コミュニティ固有の水源を有効に、かつ持続的に活用するためには、コミュニティの特性をよ

く知る住民自身が、主体的に計画や運営管理に関わっていくことが必須である。昨年採択された
国連の持続可能な開発目標でも水やサニテーション管理への地域コミュニティの参加の重要性
が明記されたように、水道とコミュニティ固有の水源を取り込んだ多元的な水利用システムの
構築には、住民の主体的な参加を促し、住民自身のオーナーシップを高めつつ、水利用計画を立
案し、運用していくことが必要である。その実現化のためには、実践的な方法論の検討や、現場
に即したツール開発が必須である。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では、急速に都市化が進行する途上国都市圏の水供給システムが抱える問題を解決す
るため、現場に即した実践的な方法論の検討を行い、持続可能なシステムへの転換をはかること
を目的としている。具体的には、ベトナム・ハノイ都市圏およびスリランカ・ゴール市域を対象
として、用途別水需要量とそれに見合う複数水源の水質を把握し、水源の水質管理のための排水
対策も含めた水利用システムのオプションを検討するとともに、住民が受入れ可能な水利用オ
プションの検討、あるいは受入に影響を与えている要因や住民の水利用に対する意識や行動を
明らかにする。また、公共水道の導入と公共水域の管理の事例をもとに、住民の主体的な参加の
ための方法を検討することにより、地域住民のオーナーシップ（当事者意識）を高めつつ、適切
な水利用システムをデザインするための手法を検討する。 
 
 
３．研究の方法 
 
ベトナム・ハノイ都市圏およびスリランカ・ゴール県における都市化が進行している地域を対

象として調査を実施する。ハノイ都市圏では，都市化の進行状況や水供給システムの導入状況が
異なる複数のコミュニティに対して，地域住民の水利用実態や水利用に対する意識，地域の水環
境への関わりなどの他にコミュニティ単位での水管理の実態を調査し，都市化の進行が地域住
民やコミュニティにどのような影響を与え，そのなかで適切な水管理のためにどのような対応
が可能であるのかを検討した。ゴール県では，市街域と郊外において水利用に付随する諸問題に
関して用途別水利用も含めた水利用や生活排水の処理，周辺水環境の汚染状況などの客観的な
実測データを取得しつつ，住民に情報を開示することで，住民による問題の理解と具体的な方法
の提案が可能なのかを検討した。  
 
４．研究成果 
 
（１）ハノイ都市圏における公共水道の普及とそれに伴う水利用状況の変化の分析 
 公共水道が既に導入され水利用に変遷が生じている Mau Long 地区（2017 年度），導入が進み
つつある Vin Ninh 地区（2018-2019 年度）、導入が始まったばかりの Yen Vien 地区（2019 年度），
これから進むものと考えられる Ha Hoi 地区（2018 年度）を対象とした。各地区において，コミ
ュニティリーダーの紹介により，おおよそ 60 軒程度の家庭を対象としてインタビュー形式での
質問紙調査と家庭内で水利用状況の調査を実施した。また，Yen Vien 地区以外では，公共水域
における水利用や公共水域の管理がどのように変わったのかについての調査・分析を行った。 
 質問紙調査では，水利用に対する意識，公共水道への期待や導入前後での認識の変化，公共的
水場の利用や管理への参画状況，などを尋ねた。図 1はその結果の一部である。 
左側の図は普段から節水を意識しているかを尋ねたものである。なお，本プロジェクトが始ま

る前に予備調査を行った Sai Son 地区（公共水道未普及地域）の結果も加えて比較を行ってい
る。公共水道が導入されてから暫く経過している ML 地区での意識が高い傾向にあり，現在導入
が進んでいる VM 地区や YV 地区が続き，公共水道がいまだ導入されていない HH 地区や SS 地区
で低い傾向にあった。それぞれのコミュニティごとにその他の状況の違いはあるものの，公共水
道の導入に伴う料金徴収が節水意識に影響を与えていることが示唆される。 
右上および右下の図は公共水道が導入されている 3 つのコミュニティにおいて，導入後に水

量の安定性や水質が改善されたかどうかを問うたものである。水量の安定性，水質ともいずれの
コミュニティでも肯定的な意見が多くを占めたが，コミュニティごとに若干の違いがでた。ハノ



イ市内では公共水道でも場所によって水源が異なり，また水供給の安定性も異なっており，その
状況を反映しているものと考えられた。 
 

 

図 1 各コミュニティにおけるアンケート調査の結果：（左）普段から節水を意識しているか，
（右上）公共水道導入により水量の安定性が改善されたか，（右下）公共水道導入により水質が
改善されたか。 
ML(Mau Long)，YV(Yen Vien)，VN（Vin Ninh），HH（Ha Hoi），SS（Sai Son） 
 
 図 2は同様に ML地区の質問紙調査の結果であるが，公共水道導入前後の公共的水場の利用状
況および維持管理活動への参加状況の変化を表したものである。導入前は野菜を洗うなど実際
的な利用が多かったが，導入後の現在では景観的な利用以外はほとんどなされていない状況で
あった。また，維持管理のための清掃活動などの参加状況も減っていることが確認された。ほか
のコミュニティにおいても，公共水道の導入に伴い実際的利用が減っている状況が確認されて
いる。 
 

 
図 2 (左)公共的水場の利用の時系列変化，（右）公共的水場の維持管理活動の時系列絵変化 1) 
 
 全体的な傾向としては，公共水道の導入による満足度は高い傾向にあり，また未導入の地域に
おいても導入が期待される傾向にあった。ハノイ市域では，地域によって公共水道導入前の水利
用状況や水質が異なり，また導入後も供給区域内において水道サービスの状況には差がある状
況である。それを反映して，同じように都市化が進行しているコミュニティであっても，人々の
意識には違いがある部分があった。 
また，公共水道の導入に伴いコミュニティにおける公共的水場の実際的利用が減り，それを維

持管理するための活動への参加も減る傾向にあった。一方で，そのような公共的水場の景観的利
用の価値を認め，水場の環境改善に取り組むコミュニティもでてきている。そのようなケースで
は自発的な維持管理より，明確な責任体制のもと維持管理が行われている状況も確認された。 

 
（２）スリランカ国ゴール県における水利用実態調査と住民への情報フィードバック 
スリランカ国ゴール県では，市街域と郊外において水利用に付随する諸問題に関して客観的

な実測データを取得しつつ，住民に情報を開示することで，住民による問題の理解と具体的な方
法の提案が可能なのか検討した。水利用に関する問題点としては，①各家庭において必要十分な



水利用ができているのか，②多様な水源の利用可能性はあるのか，③生活排水の処理は充分であ
るのか，の 3 点である。以下個別に成果を報告する。 

 
① 家庭における水利用状況について 
ゴール市街と郊外において，小型流量計の導入により用途別水利用の調査を実施した。対象家

庭は 100 件とした。同時にアンケートにより各家庭の状況を調査した結果と合わせて分析した
ところ，世帯人数，収入，年齢，性別，教育レベル，給水水圧といった因子と，水使用量に有意
な相関は見られなかったが，季節間および地域間（市街か郊外か）には有意な差がみられた（図
3，4 参照）。これらの結果は将来的な水資源管理の基礎データとして貴重なものであるだけでな
く，後述の多元給水としての雨水利用性や，生活排水の周辺環境への影響を検討する際や、住民
とのコミュニケーションを行う際に、基本データとして用いることができた。 
 

 
図 3 一人当たりの水使用量分布 2)           図 4 用途別水使用量（季節差と地域差）2) 
 
② 多様な水源の利用可能性について 

 ゴール市郊外において，雨水利用の可能性と住民の受け入れ意識について検討した。その結果，
水利用時に人が水に触れる可能性や摂取の可能性が低い用途ほど受容性が高いことが分かった。
その背景には、雨水水質への不安があった。雨水利用に関する情報（質，量，コスト）を住民に
提供したところ，トイレ，風呂，洗面の三用途の受容性が有意に高まった（図 5 参照）。また質、
量、コストのいずれか特定の情報が有効なのではなく、住民は総合的に判断していることが明ら
かになった。雨水利用を進める上では、住民に十分な情報を提供することが有効であることが推
察された。 

また上記①にて得たゴール市の用途別水使用量と当該地域の降水量，さらに屋根面積（集水
面積）のデータを用い，モンテカルロシミュレーションにより，雨水によりどの程度トイレ用水
が賄えるのか算定し，必要な雨水タンク容量を世帯人数ごとに推定した（図 6 参照）。 
 

 
 
③ 生活排水の処理と周辺地下水への影響について 

 ゴール市郊外の Angulugaha というコミュニティを対象とした。この地域は生活用水を各家庭
の井戸に頼っており，かつ生活排水処理としてし尿を個別簡易型オンサイト処理（Pit latrine や
Septic tank）して地下浸透しており，地下水の人糞便汚染に対する重要性が高い。対象地におい
て井戸とオンサイト処理の位置を調べ，かつ井戸水（地下水）中の大腸菌濃度および人糞便由来
特異性が高い PMMoV（Pepper Mild Mottle Virus）濃度を調べ，個別型排水処理と地下水汚染の状
況を把握するとともに，住民に対しその結果をフィードバックすることにより，住民主体の問題
解決につながるか検討した。 
 その結果，井戸水中の大腸菌と PMMoV の相関は低く大腸菌によるヒト糞便汚染の把握は困

図 5 情報提供による雨水利用の受け入
れ意識変化 3) 

図 6 トイレ洗浄水への雨水利用における各稼働率，
各世帯人数に必要なタンク容量 3) 



難であること， 井戸-個別排水処理の距離が近いと PMMoV 濃度が高くなる傾向があること，。 
処理装置内の汚泥を取り除くといった適切な管理をしていた個所では距離が近くても PMMoV
が検出限界以下であり維持管理の仕方が地下水汚染に影響している可能性があることが示唆さ
れた。 
 さらに，以上の結果を現地の水関連の行政官および住民に対しフィードバックして，状況を把
握してもらうとともに住民主体の解決方法を考えてもらうことができた。 

 

（３）まとめ 
 ゴール市での事例では，地域での自立的な水利用システムを構築していくうえで，地域住民へ
の適切な情報提供と理解が重要であることが示唆された。また，生活排水の適切な処理が水利用
に影響を与えていることをふまえ，水供給－生活排水処理－地域の水環境の保全，の関係性を地
域住民にきちんと認識してもらい，一体のものとして管理していくことの重要性が示唆された。 
 ハノイ市での事例では，都市化の進展に伴い大規模集中型の水供給システムが導入されてい
く中で，それは地域住民の利便性の向上に寄与している状況は多いものの，一方で地域の水環境
の直接的な利用が減ることから，そこへの関心を失わせる傾向にあることがわかった。その一方
で景観的な利用に価値を見いだし，政府の支援のもとコミュニティベースで保全を進めている
事例もあった。伝統的に住民およびコミュニティ主体の水管理が行われていた状況は都市化の
進行に伴い変化していくものの，景観的な利用の価値などの地域住民の理解を進めることによ
り，住民が主体となって水利用システム全体をよりよい形にしていくことができるものと思わ
れた。 
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